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集計結果の主なポイント

Press Release

障害者の雇用の促進等に関する法律では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定

雇用率、民間企業の場合は2.0％）以上の障害者を雇うことを義務付けており、同法では、毎年６月

１日現在の身体障害者、知的障害者、精神障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事

業主などに報告を求めています。

岡山労働局では、今般、岡山県内に本社を置く民間企業及び公的機関等について、平成２９年６

月１日現在における同報告を集計し、その結果をとりまとめました。

【民間企業】（法定雇用率2.0%）

○ 雇用障害者数は7,264.0人で過去最高を更新（前年比で350.0人増）

○ 全体の実雇用率は2.52％で過去最高を更新（対前年比で0.07ポイント上昇）

○ 法定雇用率を達成している企業の割合は55.7％（対前年比で2.5ポイント上昇）

○ 実雇用率（全国は1.97％）、雇用率達成企業の割合（全国は50.0％）ともに全国数

値を上回った

【公的機関等】（同2.3%、都道府県などの教育委員会は2.2%）

○ 法定雇用率が2.3%の県の機関では、全ての機関が法定雇用率を達成

○ 法定雇用率が2.3%の市町の機関では、97.7％の機関が法定雇用率を達成

○ 法定雇用率が2.2%の県等の教育委員会では、全ての機関が法定雇用率を達成

○ 法定雇用率が2.3%の独立行政法人等では、50.0％の法人が法定雇用率を達成

このような状況を踏まえ、岡山労働局としては、

・ 民間企業については、その取組状況に応じた雇用率達成指導を実施

・ 公的機関等については、民間に率先垂範して法定雇用率を達成する立場にあることか

ら、訪問による厳正な達成指導を実施
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【結果の概要】

２　地方公共団体における在職状況

１　民間企業における雇用状況

◎ 雇用されている障害者の数、実雇用率

○ 民間企業（50人以上規模の企業；法定雇用率2.0％）に雇用されている障害者の数は

7,264.0人で、過去最高となった。

○ 雇用者のうち、身体障害者は3,807.0人、知的障害者は2,334.5人、精神障害者は1,122.5

人であった。

○ 実雇用率は2.52%（前年は2.45％）、法定雇用率達成企業の割合は55.7％（同53.2％）

であった。

〈総括表１、別紙１、別紙２参照〉

◎ 企業規模別の状況

○ 企業規模別の雇用されている障害者の数は、50～100人未満規模企業では1,359.5人、

100～300人未満で2,527.0人、300～500人未満で599.0人、500～1,000人未満で798.5人、

1,000人以上で1,980.0人であった。

○ 実雇用率（民間企業全体：2.52％）については、

・ 50～100人未満規模企業 (3.10％)、100～300人未満規模企業(3.16％)について全体

の実雇用率を上回った。

・ 300～500人未満 (1.75％) 、500～1,000人未満 (2.21％) 、1,000人以上(2.11％)に

ついては全体を下回った。

○ 法定雇用率達成企業の割合については、

・ 50～100人未満規模企業が52.0％、100～300人未満が61.5％、300～500人未満が

48.5％、500～1,000人未満が55.4％、1,000人以上が57.1％であった。

〈別紙１、別紙２参照〉

◎ 産業別の状況

○ 産業別の雇用されている障害者の数は、「農・林・漁業」が23.5人、「建設業」が

90.5人、「製造業」が1,393.5人、「電気・ガス・熱供給・水道業」が8.0人、「情報通

信業」が84.0人、「運輸業・郵便業」が307.0人、「卸売業・小売業」が1,052.5人、「金

融業・保険業」が143.5人、「不動産業・物品賃貸業」が39.5人、「学術研究、専門・技

術サービス業」が56.0人、「宿泊業・飲食サービス業」が82.0人、「生活関連サービス

業・娯楽業」が68.5人、「教育、学習支援業」が644.0人、「医療・福祉業」が2,796.5

人、「複合サービス業」が79.0人、「サービス業」が396.0人であった。

○ 実雇用率については、

・「農・林・漁業」(2.55％)、「製造業」(2.22％)、「電気・ガス・熱供給・水道業」

(2.40％)、「運輸業・郵便業」（2.06％）、「教育、学習支援業」(2.06％)、「医療・福

祉」（5.11％)の6業種は法定雇用率（2.0％）を上回っている。

〈別紙１、別紙２参照〉

◎ 地方公共団体の機関（法定雇用率2.3％）に在籍している障害者の数は539.5人、雇用率

は2.54％であった。（４５機関中４４機関が達成。）

雇用率達成機関の割合は97.8％と全国平均88.8％を上回っている。

【法定雇用率2.3％が適用される未達成機関】

和気町教育委員会

※和気町教育委員会は、平成29年12月1現在において、実雇用率3.33％、不足数0人で達成。

〈総括表２(１)(２)、別紙３、別紙４参照〉

◎ 2.2％の法定雇用率が適用される県等の教育委員会に在籍している障害者の数は342.5

人、実雇用率は2.29％であった。（6機関全てが達成。）

〈総括表２(３)、別紙３、別紙４参照〉
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３　独立行政法人等における在職状況

◎ 独立行政法人等（法定雇用率2.3％）に雇用されている障害者の数は99.0人、実雇用率は

2.23％であった。（４法人中２法人が達成。）

【法定雇用率2.3%が適用される未達成法人】

国立大学法人岡山大学

※平成29年11月1日現在において、実雇用率2.36％、不足数0人で達成。

公立大学法人岡山県立大学

※平成29年8月1日現在において、実雇用率2.25％、不足数0人で達成。

〈総括表３、別紙５参照〉
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１　民間企業における雇用状況（法定雇用率２．０％）

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（１）県の機関(法定雇用率2.3％)

/

/

/

/

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（２）市町等の機関（法定雇用率2.3％） ※2.3%が適用される市町教育委員会を含む

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（３）法定雇用率2.2％が適用される県等の教育委員会

/

/

/

/

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

平成29年６月１日現在における障害者の雇用状況（総括表）

55.7 % 

( 53.2 %)
民間企業

２　地方公共団体における在職状況

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数
②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率

達成機関の数
⑤達成割合

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

 287,748.0 人 

( 282,496.0 人)

④法定雇用率

達成企業の数
⑤達成割合③実雇用率

 2.52 % 

( 2.45 %)

 7,264.0 人 

( 6,914.0 人)

②障害者の数

751

( 719 

1,348  

1,352 )

100.0 % 

( 3,795.0 人) ( 97.0 人) ( 2.56 %) ( 1 1 ) (100.0 %)

岡 山 県

知事部局

 3,903.5 人  103.0 人  2.64 % 1 1  

100.0 % 

( 4,414.0 人) ( 111.5 人) ( 2.53 %) ( 2 2 ) (100.0 %)
計

 4,526.0 人  118.5 人  2.62 % 2 2  

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率

達成機関の数
⑤達成割合

市町等

の機関

 16,697.5 人  421.0 人  2.52 % 42 43  

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

100.0 % 

( 619.0 人) ( 14.5 人) ( 2.34 %) ( 1 1 ) (100.0 %)

その他の

県の機関

 622.5 人  15.5 人  2.49 % 1 1  

97.7 % 

( 16,574.0 人) ( 400.5 人) ( 2.42 %) ( 41 42 ) ( 97.6 %)

 10,351.0 人 

(100.0 %)

計
 14,962.0 人  342.5 人  2.29 % 6 6  

岡山県

教育委員会

( 2.20 %) ( 5 5 ) (100.0 %)

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

100.0 % 

( 14,944.0 人) ( 336.5 人) ( 2.25 %) ( 6 6 ) (100.0 %)

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率

達成機関の数
⑤達成割合

 239.0 人  2.31 % 1 1  100.0 % 

5 5  100.0 % 

( 4,615.0 人) ( 101.5 人)

( 10,329.0 人) ( 235.0 人) ( 2.28 %) ( 1 1 )

( 2.30 %) ( 4 4 ) (100.0 %)

３　独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2.3％）

⑤達成割合

独立行政

法 人 等

 4,438.5 人  99.0 人  2.23 % 2 4  50.0 % 

( 4,375.0 人) ( 100.5 人)

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数
②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率

達成機関の数

市町

教育委員会

 4,611.0 人  103.5 人  2.24 % 

注 １ １の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者
及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じ
て得た数）を除いた労働者数である。

２ ２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職
員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

３ 各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重度身
体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の
身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人に相当するものとし
て0.5カウントとしている。

なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。
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（１）実雇用率と雇用されている障害者の数の推移

注１：雇用義務のある企業（平成24年までは56人以上規模、平成25年は50人以上規模の企業）についての集計である。

注２：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。

平成１７年度まで 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 平成２３年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

重度身体障害者である短時間労働者 重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者 重度知的障害者である短時間労働者 

精神障害者

平成１８年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 身体障害者である短時間労働者

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） (身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

重度身体障害者である短時間労働者 知的障害者である短時間労働者 

重度知的障害者である短時間労働者 (知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 

精神障害者 精神障害者である短時間労働者

精神障害者である短時間労働者  (精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 

(精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

注３：平成１６年４月、除外率制度の縮小（１０％カット）

注４：平成２２年７月、短時間労働者の対象拡大、除外率制度の縮小（１０％カット）

民間企業における障害者の雇用状況（グラフ）

2,756.0 

2,907.0 
2,937.0 

2,833.0 

2,923.0 
3,003.0 3,031.5 

3,304.0 

3,440.5 
3,554.0 

3,766.0 3,807.0 

753.0 
845.0 890.0 971.0 

1,064.0 
1,189.0 

1,363.5 

1,482.5 

1,883.5 
2,001.5 

2,246.0 2,334.5 

10.0 

31.0 54.0 77.0 
102.5 

123.5 

171.0 

291.0 

450.5 

657.0 

902.0 
1,122.5 

1.71 1.74 
1.79 1.79 

1.86 

1.74 
1.82 

1.93 

2.16 

2.29 

2.45 
2.52 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0.0
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7,000.0
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＜法定雇用率＞

２．０％１．８％

身体障害者

知的障害者

精神障害者

実雇用率

（年）
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従

業

員

規

模

別

（注） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

民間企業における障害者の雇用状況

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

平 成 29 年 6 月 1 日 現 在民間企業における雇用状況
　　　　項　目

① ② 障　　害　　者　　の　　数 ③ ④ ⑤

( 53.2)

7

( 7)

921.5

( 924.0)

企業数 法定常用 重度障害者 重度障害者 重度障害者 重度障害者 計
Ｅ÷②
×100

達成 達成企業
労働者数 である 以外の 以外の A×2＋B＋C

＋D×0.5
企業数 の割合

7

( 8)

0

( 0)

9

111 1,610 381 3,377.5 2.06

製造業

電気・ガス・熱供給・
水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業
・物品賃貸業

短時間労働者 障害者 短時間労働者

企業

1,348

(1,352)

2.52 751 55.7計

(282,496.0) (1,521) ( 351) (2,969) (1,104) ( 6,914.0) ( 2.45) ( 719)

農・林・漁業

雇用率 雇用率

( 85.7)

71.41

( 11)

100～300人未満

300人以上

300～500人未満

500～1,000人未満

1,000人以上

524 79,995.0 524 104 1,101 548 2,527.0 3.16

188 163,870.5

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業
・飲食サービス業

生活関連サービス業・
娯楽業

教育、学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類さ
れないもの）

300人未満

  50～100人未満

733

産　業　別

人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％

287,748.0 1,529 365 3,181 1,320 7,264.0

建設業
40 5,437.0 23 0 44 1 90.5 1.66 19 47.5

( 33) ( 5,028.0) ( 22) ( 0) ( 33) ( 0) ( 77.0) ( 1.53) ( 15) ( 45.5)

( 1)

23.5

( 27.5)

2.55

( 2.98)

5

( 6)

64.8

( 373) ( 63,791.0) ( 356) ( 15) ( 635) ( 38) ( 1,381.0) ( 2.16) ( 237) ( 63.5)

369 62,826.0 361 24 629 37 1,393.5 2.22 239

100.0

( 3) ( 421.0) ( 2) ( 0) ( 5) ( 0) ( 9.0) ( 2.14) ( 3) ( 100.0)

2 333.0 2 0 4 0 8.0 2.40 2

39.5

( 46) ( 6,212.0) ( 23) ( 1) ( 32) ( 0) ( 79.0) ( 1.27) ( 15) ( 32.6)

43 6,027.0 19 2 44 0 84.0 1.39 17

74.1

( 82) ( 14,364.5) ( 63) ( 6) ( 144) ( 16) ( 284.0) ( 1.98) ( 54) ( 65.9)

85 14,914.0 68 5 153 26 307.0 2.06 63

42.1

( 217) ( 59,247.5) ( 181) ( 62) ( 498) ( 221) ( 1,032.5) ( 1.74) ( 87) ( 40.1)

214 60,780.0 179 63 493 277 1,052.5 1.73 90

35.7

( 16) ( 8,689.0) ( 35) ( 2) ( 75) ( 2) ( 148.0) ( 1.70) ( 5) ( 31.3)

14 8,090.0 33 1 75 3 143.5 1.77 5

44.4

( 16) ( 2,273.0) ( 11) ( 1) ( 13) ( 3) ( 37.5) ( 1.65) ( 8) ( 50.0)

18 2,617.5 13 1 11 3 39.5 1.51 8

34.6

( 21) ( 3,753.0) ( 14) ( 0) ( 25) ( 0) ( 53.0) ( 1.41) ( 9) ( 42.9)

26 4,332.5 16 0 23 2 56.0 1.29 9

48.6

( 47) ( 7,899.0) ( 26) ( 3) ( 43) ( 14) ( 105.0) ( 1.33) ( 17) ( 36.2)

37 5,601.5 16 5 40 10 82.0 1.46 18

46.2

( 39) ( 4,416.5) ( 13) ( 1) ( 25) ( 5) ( 54.5) ( 1.23) ( 17) ( 43.6)

39 4,479.5 16 2 31 7 68.5 1.53 18

40.6

( 26) ( 27,457.5) ( 126) ( 14) ( 280) ( 12) ( 552.0) ( 2.01) ( 11) ( 42.3)

32 31,212.5 151 12 322 16 644.0 2.06 13

62.3

( 313) ( 52,868.0) ( 529) ( 231) ( 936) ( 749) ( 2,599.5) ( 4.92) ( 182) ( 58.1)

316 54,697.5 512 236 1,089 895 2,796.5 5.11 197

35.7

( 15) ( 5,718.5) ( 19) ( 7) ( 53) ( 4) ( 100.0) ( 1.75) ( 4) ( 26.7)

14 4,960.5 16 7 40 0 79.0 1.59 5

46.7

( 98) ( 19,433.5) ( 93) ( 8) ( 161) ( 39) ( 374.5) ( 1.93) ( 49) ( 50.0)

92 20,518.0 97 7 174 42 396.0 1.93 43

653 56.3

(123,981.5) ( 774) ( 234) (1,465) ( 793) ( 3,643.5) ( 2.94) ( 621) ( 53.3)(1,166)

1,160 123,877.5 796 254 1,571 939 3,886.5 3.14

322 61.5

( 516) ( 79,009.0) ( 497) ( 109) ( 963) ( 429) ( 2,280.5) ( 2.89) ( 295) ( 57.2)

52.0

( 650) ( 44,972.5) ( 277) ( 125) ( 502) ( 364) ( 1,363.0) ( 3.03) ( 326) ( 50.2)

636 43,882.5 272 150 470 391 1,359.5 3.10 331

98 52.1

( 186) (158,514.5) ( 747) ( 117) (1,504) ( 311) ( 3,270.5) ( 2.06) ( 98) ( 52.7)

48.5

( 98) ( 34,621.0) ( 165) ( 13) ( 268) ( 26) ( 624.0) ( 1.80) ( 46) ( 46.9)

97 34,180.5 142 18 280 34 599.0 1.75 47

55.4

( 55) ( 36,065.5) ( 206) ( 22) ( 380) ( 34) ( 831.0) ( 2.30) ( 31) ( 56.4)

56 36,050.5 192 19 375 41 798.5 2.21 31

57.1

( 33) ( 87,828.0) ( 376) ( 82) ( 856) ( 251) ( 1,815.5) ( 2.07) ( 21) ( 63.6)

35 93,639.5 399 74 955 306 1,980.0 2.11 20

達成

全国の状況
① ② 障　　害　　者　　の　　数 ③ ④ ⑤

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率 雇用率 雇用率
全　　　国

(109,765) (14,283) (218,564) (43,994) ( 474,374.0) ( 1.92)

達成企業
労働者数 （常用） (常用)である (常用)以外 (常用)以外の A×2＋B＋C

＋D×0.5
企業数 の割合

短時間労働者 の障害者 短時間労働者

企業数 法定常用 重度障害者 重度障害者 重度障害者 重度障害者 計
Ｅ÷②
×100

(43,569) ( 48.8)

１　障害者とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計である。重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしてお

　り、ダブルカウントを行っている。また、重度以外の身体障害者、知的障害者及び精神障害者である短時間障害者については法律上、

　１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントを行っている。

　　なお、精神障害者は平成18年4月１日から実雇用率に算定されることとなった。

２　対象企業は県内に本社を置く企業で、従業員規模50人以上のもの。（民間企業における法定雇用率　2.0％）

３　（　）内は平成28年6月1日現在の数値である。

　　なお、法定雇用率は平成25年4月1日に改定されています（民間企業の場合は 1.8％→2.0％）。

％

91,024 25,204,720.0 112,860 14,842 231,187 48,092 495,795.0 1.97 45,553 50.0計

企業 人 人 人 人 人 ％

(89,359) (24,650,200.5)

鉱業・採石業・砂利採
取業

0

( 0)

0.0

( 0.0)

0 0 0 0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0)

0.0 0.00 0 -

( 0.0) ( 0.00) ( 0) -

（別紙１）
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従

業

員

規

模

別

（注） 

659 1,122.5

障害種別の雇用状況

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課
平 成 29 年 6 月 1 日 現 在

　　　　項　目
身体障害者の数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ

知的障害者の数

Ａ Ｂ

精神障害者の数

民間企業における雇用状況

短時間

人 人 人 人 人 人 人

(3,766.0) ( 637)( 159) ( 978) ( 314) (2,246.0)

計

産　業　別
である 以外 以外の A×2＋B＋

C

＋D×0.5

精神障害者

短時間労働者 の障害者 短時間労働者 精神障害者

以外の
C＋D×0.5

重度障害者 重度障害者 重度障害者

人 人

重度障害者 計 短時間の障害者の数

793

建設業
90.5 23 0 39 0 85.0 5

( 530) ( 902.0)

農・林・漁業
23.5 5 0 1 1 11.5 1 0 1.0

( 27.5) ( 6) ( 0) ( 4) ( 0) ( 16.0) ( 0) ( 0) 0.0

( 476)

計

(6,914.0)

1 5.5

( 77.0) ( 22) ( 0) ( 32) ( 0) ( 76.0) ( 1) ( 0) ( 1.0)

0 0 0 0 0.0

( ) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0.0)

( 7)

電気・ガス・熱供給・
水道業

8.0 2 0 4 0 8.0 0

10 97.0

( 1,381.0) ( 288) ( 13) ( 338) ( 22) ( 938.0) ( 75) ( 6) ( 78.0)

73 5 227 8 382.0

( 68) ( 2) ( 222) ( 10)

19 310 19

( 365.0)
製造業

1,393.5 288

2 28 0 66.0 12

0 0.0

( 9.0) ( 2) ( 0) ( 5) ( 0) ( 9.0) ( 0) ( 0) ( .0)

0 0 0 0 0.0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0.0)

914.5 92

運輸業・郵便業
307.0 64 5 115 18 257.0 19

0 12.0

( 79.0) ( 22) ( 1) ( 21) ( 0) ( 66.0) ( 7) ( 0) ( 7.0)

1 0 4 0 6.0

( 1) ( 0) ( 4) ( 0) ( 6.0)
情報通信業

84.0 18

46 203 92 605.0 110

6 22.0

( 284.0) ( 58) ( 6) ( 111) ( 9) ( 237.5) ( 17) ( 4) ( 19.0)

4 0 19 2 28.0

( 5) ( 0) ( 16) ( 3) ( 27.5)

金融業・保険業
143.5 30 0 47 1 107.5 23

102 161.0

( 1,032.5) ( 155) ( 40) ( 220) ( 79) ( 609.5) ( 97) ( 80) ( 137.0)

24 17 180 83 286.5

( 26) ( 22) ( 181) ( 62) ( 286.0)
卸売業・小売業

1,052.5 155

1 7 1 32.5 3

2 24.0

( 148.0) ( 31) ( 1) ( 53) ( 1) ( 116.5) ( 17) ( 1) ( 17.5)

3 1 5 0 12.0

( 4) ( 1) ( 5) ( 0) ( 14.0)

学術研究、専門・技術
サービス業

56.0 16 0 16 2 49.0 6

0 3.0

( 37.5) ( 11) ( 1) ( 7) ( 0) ( 30.0) ( 3) ( 1) ( 3.5)

1 0 1 2 4.0

( 0) ( 0) ( 3) ( 2) ( 4.0)

不動産業
・物品賃貸業

39.5 12

4 12 2 45.0 17

0 6.0

( 53.0) ( 14) ( 0) ( 17) ( 0) ( 45.0) ( 4) ( 0) ( 4.0)

0 0 1 0 1.0

( 0) ( 0) ( 4) ( 0) ( 4.0)

生活関連サービス業・
娯楽業

68.5 9 2 19 2 40.0 4

0 17.0

( 105.0) ( 25) ( 3) ( 19) ( 3) ( 73.5) ( 15) ( 2) ( 16.0)

2 1 11 8 20.0

( 1) ( 0) ( 9) ( 9) ( 15.5)

宿泊業
・飲食サービス業

82.0 14

4 82 7 265.5 94

3 5.5

( 54.5) ( 11) ( 1) ( 15) ( 2) ( 39.0) ( 2) ( 3) ( 3.5)

7 0 8 2 23.0

( 2) ( 0) ( 8) ( 0) ( 12.0)

医療・福祉
2,796.5 247 107 349 141 1,020.5 354

7 97.5

( 552.0) ( 72) ( 4) ( 82) ( 4) ( 232.0) ( 65) ( 7) ( 68.5)

63 8 146 2 281.0

( 54) ( 10) ( 133) ( 1) ( 251.5)
教育、学習支援業

644.0 88

3 21 0 48.0 13

509 608.5

( 2,599.5) ( 237) ( 111) ( 313) ( 122) ( 959.0) ( 287) ( 410) ( 492.0)

265 129 386 245 1,167.5

( 292) ( 120) ( 336) ( 217) (1,148.5)

サービス業（他に分類さ
れないもの）

396.0 77 7 84 14 252.0 40

0 13.0

( 100.0) ( 16) ( 4) ( 29) ( 1) ( 65.5) ( 16) ( 2) ( 17.0)

4 4 6 0 18.0

( 3) ( 3) ( 8) ( 1) ( 17.5)
複合サービス事業

79.0 12

124 650 164 1,852.0 422

19 49.5

( 374.5) ( 75) ( 7) ( 88) ( 17) ( 253.5) ( 31) ( 14) ( 38.0)

20 0 50 9 94.5

( 18) ( 1) ( 42) ( 8) ( 83.0)

  50～100人未満
1,359.5 153 70 224 71 635.5 95

528 686.0

( 3,643.5) ( 465) ( 116) ( 656) ( 147) (1,775.5) ( 343) ( 424) ( 555.0)

298 130 499 247 1,348.5

( 309) ( 118) ( 466) ( 222) (1,313.0)
300人未満

3,886.5 498

54 426 93 1,216.5 327

225 207.5

( 1,363.0) ( 139) ( 64) ( 248) ( 58) ( 619.0) ( 102) ( 194) ( 199.0)

119 80 151 95 516.5

( 138) ( 61) ( 152) ( 112) ( 545.0)

300人以上
3,377.5 562 76 687 136 1,955.0 371

303 478.5

( 2,280.5) ( 326) ( 52) ( 408) ( 89) (1,156.5) ( 241) ( 230) ( 356.0)

179 50 348 152 832.0

( 171) ( 57) ( 314) ( 110) ( 768.0)
100～300人未満

2,527.0 345

12 180 11 455.5 37

131 436.5

( 3,270.5) ( 580) ( 76) ( 698) ( 113) (1,990.5) ( 294) ( 106) ( 347.0)

171 35 552 114 986.0

( 167) ( 41) ( 512) ( 92) ( 933.0)

500～1,000人未満
798.5 144 17 172 14 484.0 67

12 43.0

( 624.0) ( 147) ( 9) ( 185) ( 16) ( 496.0) ( 30) ( 7) ( 33.5)

13 6 63 11 100.5

( 18) ( 4) ( 53) ( 3) ( 94.5)
300～500人未満

599.0 129

335 111 1,015.5 267

10 72.0

( 831.0) ( 152) ( 17) ( 183) ( 12) ( 510.0) ( 67) ( 13) ( 73.5)

48 2 136 17 242.5

( 54) ( 5) ( 130) ( 9) ( 247.5)

１　障害者とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計である。重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしてお

　り、ダブルカウントを行っている。また、重度以外の身体障害者、知的障害者及び精神障害者である短時間障害者については法律上、

　１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントを行っている。

　　なお、精神障害者は平成18年4月１日から実雇用率に算定されることとなった。

２　対象企業は県内に本社を置く企業で、従業員規模50人以上のもの。（民間企業における法定雇用率　2.0％）

３　（　）内は平成28年6月1日現在の数値である。

　　なお、法定雇用率は平成25年4月1日に改定されています（民間企業の場合は 1.8％→2.0％）。

109 321.5

( 1,815.5) ( 281) ( 50) ( 330) ( 85) ( 984.5) ( 197) ( 86) ( 240.0)

110 27 353 86 643.0

( 95) ( 32) ( 329) ( 80) ( 591.0)
1,000人以上

1,980.0 289 47

( 1) ( 11.5)

Ｃ Ｄ Ｅ

重度障害者 重度障害者 重度障害者 重度障害者 計
である 以外 以外の A×2＋B＋

C

＋D×0.5短時間労働者 の障害者 短時間労働者

人 人 人 人 人

469 165 1,051 361 2,334.5

11.0

( 2) ( 0)

( 260)

( 0.0) ( ) ( 0) ( 0) ( 0)

2 0 7 0

7,264.0 1,060 200 1,337 300 3,807.0

(1,045) ( 192) (1,354)

( 0.0) ( 0) ( 0) ( .0)

鉱業・採石業・砂利採
取業

0.0 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0

( 0.0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0)

（別紙２）

7 ページ



地方公共団体における雇用状況

全国の状況

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

岡山県

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

計
Ｅ÷②
×100

平 成 29 年 6 月 1 日 現 在

2.3％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

45 21,223.5 155 14 203 25 539.5 2.54 44 97.8

( 44) (20,988.0) ( 144) ( 11) ( 201) ( 24) ( 512.0) ( 2.44) ( 43) ( 97.7)

2.2％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

6 14,962.0 78 2 181 7 342.5 2.29 6 100.0

( 6) (14,944.0) ( 73) ( 1) ( 185) ( 9) ( 336.5) ( 2.25) ( 6) (100.0)

全　国

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

計
Ｅ÷②
×100

2.3％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

2,475 1,409,364.0 9,103 703 15,418 1,436 35,045.0 2.49 2,198 88.8

(2,488) (1,402,332.0) (8,964) ( 673) (15,304) (1,417) (34,613.5) ( 2.47) (2,204) ( 88.6)

機関 ％

122 659,739.0 3,559 221 7,016 578 14,644.0 2.22 103 84.4

( 125) (661,899.0) (3,486) ( 189) (7,011) ( 553) (14,448.5) ( 2.18) ( 100) ( 80.0)

　　なお、法定雇用率は平成25年4月1日に改定されています。

地方公共団体における雇用状況

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者○○○○

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害

者、知的障
害者及び精
神障害者○

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

雇 用 率
達成機関
の 割 合

雇用率達
成機関数

機関数

A×2＋B＋C＋
D×0.5

機関数 雇用率達
成機関数

雇 用 率
達成機関
の 割 合

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者○○○○

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害

者、知的障
害者及び精
神障害者○

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

A×2＋B＋C＋
D×0.5

2.2％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％

（注） １ 法定雇用率2.2％が適用される機関は、県の教育委員会及び一定の市町の教育委員会である。それ以外の機関
　は、法定雇用率2.3％が適用される。
２ ②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数
　（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。
３ ③Ａ欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」について法律上、1人を2人に相当するものとしてしており、

Ｅ欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障
害者である短時間障害者」については法律上、１人を0.5人に相当する者としており、Ｅ欄の計を算出するに当た

　り0.5カウントとしている。
　　なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。
４ Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が30時間以上の職員である。Ｂ、Ｄ欄は１週間の所定労働時間が20時間以上
　30時間未満の職員である。
５　（　）内は平成28年6月1日現在の数値である。

（別紙３）
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１　県の機関の状況（法定雇用率２．３％）

２　教育委員会の状況

３　市町等の機関の状況（法定雇用率２．３％）

合　　　計 15,244.5 390.0 2.56 0.0
岡 山 市 3,754.5 95.5 2.54 0.0
倉 敷 市 2,691.0 71.0 2.64 0.0
津 山 市 640.5 15.0 2.34 0.0
玉 野 市 427.5

3,903.5 103.0 2.64 0.0 地方特例認定
岡 山 県 警 察 622.5 15.5 2.49 0.0

①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

合　　　計 4,526.0 118.5 2.62 0.0
岡 山 県 （ 知 事 部 局 ）

法定雇用率２．２％
①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

岡 山 県 教 育 委 員 会 10,351.0 239.0 2.31 0.0

合　　　計 4,611.0 103.5 2.24 0.0
岡 山 市 教 育 委 員 会 3,043.5 67.5 2.22 0.0
倉 敷 市 教 育 委 員 会 1,207.0 28.0 2.32 0.0
玉 野 市 教 育 委 員 会 127.0 2.0 1.57 0.0
井 原 市 教 育 委 員 会 162.5 3.0 1.85 0.0
高 梁 市 教 育 委 員 会 71.0 3.0 4.23 0.0

法定雇用率２．３％
合　　　計 1,453.0 31.0 2.13 2.0

津 山 市 教 育 委 員 会 115.0 2.0 1.74 0.0
総 社 市 教 育 委 員 会 269.0 7.0 2.60 0.0
瀬 戸 内 市 教 育 委 員 会 172.5 3.0 1.74 0.0
赤 磐 市 教 育 委 員 会 114.0 2.0 1.75 0.0
真 庭 市 教 育 委 員 会 181.0 5.0 2.76 0.0
浅 口 市 教 育 委 員 会 144.5 3.0 2.08 0.0
美 作 市 教 育 委 員 会 168.5 4.0 2.37 0.0

143.0 4.0 2.80 0.0鏡 野 町 教 育 委 員 会

①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

55.5 1.0 1.80 0.0
90.0 0.0 0.00 2.0 注５

美 咲 町 教 育 委 員 会
和 気 町 教 育 委 員 会

14.0 3.27 0.0
笠 岡 市 586.5 16.0 2.73 0.0 地方特例認定
井 原 市 377.0 12.0 3.18 0.0
総 社 市 420.0 12.0 2.86 0.0
高 梁 市 472.0 10.0 2.12 0.0
新 見 市 466.5 11.0 2.36 0.0 地方特例認定
備 前 市 605.0 18.0 2.98 0.0 地方特例認定
瀬 戸 内 市 385.0 10.0 2.60 0.0
赤 磐 市 366.0 10.0 2.73 0.0
真 庭 市 529.0 12.0 2.27 0.0
美 作 市 510.5 12.0 2.35 0.0
浅 口 市 246.0 6.0 2.44 0.0
和 気 町 169.0 3.0 1.78 0.0
早 島 町 101.0 2.0 1.98 0.0
里 庄 町 111.0 2.0 1.80 0.0 地方特例認定
矢 掛 町 255.0 6.0 2.35 0.0 地方特例認定
鏡 野 町 259.0 5.0 1.93 0.0
勝 央 町 170.5 3.0 1.76 0.0
奈 義 町 81.0 1.0 1.23 0.0

岡 山 市 水 道 局 284.0 8.0 2.82 0.0
倉 敷 市 水 道 局 129.0 3.0 2.33 0.0
倉 敷 市 病 院 事 業 113.0 3.0 2.65 0.0

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

平 成 29 年 6 月 1 日 現 在

公的機関の雇用状況

久 米 南 町 114.5 2.0 1.75 0.0
吉 備 中 央 町 186.0 5.0 2.69

玉 野 市 病 院 事 業 147.0 5.0 3.40

美 咲 町 255.5 7.0 2.74 0.0

0.0

0.0

真 庭 市 病 院 事 業 102.0 3.0 2.94 0.0
瀬戸内市病院事業 87.5 2.0 2.29 0.0

0.0
井 原 市 病 院 事 業 158.5 4.5 2.84

倉 敷 市 競 艇 事 業 44.0 1.0 2.27 0.0

注１ ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を

元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

２ ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者に

ついては法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い（短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を

１カウントとする）、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神神障害者である短時間短時間勤務については法律上、１人を０．５人に相当する

ものとして０．５カウントとしている。

３ ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが０

となることをもって法定雇用率達成となる。したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合、法定雇用

率達成となる。

４ 地方特例認定とは、障害者雇用率制度の運用上、二つ以上の機関を合算して同一の機関とみなす制度である。
５ 和気町教育委員会は平成29年12月1日現在において、実雇用率３．３３％、不足数０人で達成。

（別紙４）
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独立行政法人等の状況（法定雇用率２．３％）

　注１　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員

　　　が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　　２　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障

      害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い（短時間勤務職員である

　    重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとする）、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神

　　　神障害者である短時間短時間勤務については法律上、１人を０．５人に相当するものとして０．５カウントとしている。

　　３　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じ

　　　て得た数であり、これが０となることをもって法定雇用率達成となる。

　      したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　　４　国立大学法人岡山大学は、平成２９年１１月１日現在において、実雇用率２．３６％、不足数０人で達成。

　　５　公立大学法人岡山県立大学は、平成２９年８月１日現在において、実雇用率２．２５％、不足数０人で達成。

全国の状況

　注１　②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員

　　　が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　　２　③Ａ欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については、法律上、１人を２人に相当するものとしており、Ｅ欄の計を

　　　算出するに当たりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間障害者」

　　　については法律上、１人を０．５人に相当する者としており、Ｅ欄の計を算出するに当たり０．５カウントしている。

　　　　なお、精神障害者は平成１８年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

　　３　Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が３０時間以上の職員である。Ｂ、Ｄ欄は１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間

　　　未満の職員である。

　　４　（　）内は平成28年6月1日現在の数値である。

　　　　なお、法定雇用率は平成２５年４月１日に改定されています。

地方独立行政
法人等

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

157 74,087.5 388 29 785 47 1,613.5 2.18 117 74.5

( 150) (69,532.5) ( 350) ( 24) ( 719) ( 40) (1,463.0) ( 2.10) ( 99) ( 66.0)

国立大学
法人等

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

90 145,861.0 891 27 1,584 38 3,412.0 2.34 69 76.7

( 90) (145,448.0) ( 864) ( 28) (1,537) ( 40) (3,313.0) ( 2.28) ( 69) ( 76.7)

独立行政
法人等

（国立大学法人等
を除く）

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

90 207,878.0 1,279 106 2,495 184 5,251.0 2.53 78 86.7

( 90) (206,311.5) (1,269) ( 105) (2,424) ( 168) (5,151.0) ( 2.50) ( 77) ( 85.6)

計

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

337 427,826.5 2,558 162 4,864 269 10,276.5 2.40 264 78.3

( 330) (421,292.0) (2,483) ( 157) (4,680) ( 248) (9,927.0) ( 2.36) ( 245) ( 74.2)

全　国

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法人数 法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率 雇用率達
成法人数

雇 用 率
達成法人
の 割 合

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者○○○○

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害

者、知的障
害者及び精
神障害者○

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

計
Ｅ÷②
×100

A×2＋B＋C＋
D×0.5

①　法定雇用障害者数
の算定の基礎となる職

員数○○○○○
②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　考

平 成 29 年 6 月 1 日 現 在

地方独立行政法人岡山市立総合医療センター 633.5 16.0 2.53 0.0

独立行政法人等における雇用状況

国立大学法人岡山大学 3,390.0 75.0 2.21 2.0 ※注４

公立大学法人岡山県立大学 177.5 3.0 1.69 1.0 ※注５

地方独立行政法人岡山県精神科医療センター 237.5 5.0 2.11 0.0

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

合　　　計 4,438.5 99.0 2.23 3.0

（別紙５）
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　民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、

それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならな

いこととされている。

　雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（なお、精神障害

者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は

雇用率に算定することができる）。

労働者数43.5人以上規模の特殊法人、

独立行政法人、国立大学法人等

※　特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の

　障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。

※　重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、

　２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。

※　重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働

　時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、重度

　以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者につい

　ては、0.5人分としてカウントされる。

2.00%

2.30%

2.30%

2.20%

法定雇用率区　　分 雇用義務企業等の規模

◎ 法定雇用率とは

障害者雇用率　＝
+ 失業している身体障害者及び知的障害者の数

身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数

常用労働者数＋ 失業者数

【一般民間企業における雇用率設定基準】

民間企業

一般の民間企業

特殊法人等

50人以上規模の企業

国、地方公共団体

都道府県等の教育委員会

43.5人以上規模の機関

45.5人以上規模の機関
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○○29 1,348 287,748.0 7,264.0 2.52 1.97 751 55.7 50.0

○○27 1,326 271,012.5 6,202.5 2.29 1.88 680 51.3 47.2

○○23 1,154 247,931.5 4,315.5 1.74 1.65 578 50.1 45.3

○○24 1,171 250,613.5 4,566.0 1.82 1.69

○○28 1,352 282,496.0 6,914.0 2.45 1.92 719 53.2 48.8

○○25 1,301 262,754.0 5,077.5 1.93 1.76 623 47.9 42.7
雇用率　2.0％
（25年4月1日）

○○26 1,307 267,782.0 5,774.5 2.16 1.82 654 50.0 44.7

583 49.8 46.8

○○21 1,075 217,125.0 3,881.0 1.79 1.63 584 54.3 45.5

○○22 1,090 220,047.0 4,089.5 1.86 1.68 587 53.9 47.0

法改正　納付金制度対象事
業主拡大・障害者の雇用義
務の短時間労働者への対象
拡大
除外率制度(10％)の縮小
（22年7月1日）

○○19 1,082 217,044.0 3,783.0 1.74 1.55 594 54.9 43.8

○○20 1,076 216,871.0 3,881.0 1.79 1.59 596 55.4 44.9

○○17 980 191,896.0 3,219.0 1.68 1.49 512 52.2 42.1

○○18 1,048 205,835.0 3,519.0 1.71 1.52 548 52.3 43.4 法改正　精神障害者算入

○○15 916 165,393.0 2,906.0 1.76 1.48 490 53.5 42.5

○○16 978 180,798.0 2,950.0 1.63 1.46 485 49.6 41.7
除外率制度の縮小
（10％カット）

○○13 935 166,725.0 3,004.0 1.80 1.49 539 57.6 43.7

○○14 922 165,712.0 2,932.0 1.77 1.47 498 54.0 42.5

アジア太平洋障害者の
10年終期
新障害者プラン
（14年12月24日）

○○11 964 168,457.0 3,041.0 1.81 1.49 574 59.5 44.7

○○12 933 165,338.0 2,971.0 1.80 1.49 550 58.9 44.3

○○09 876 164,902.0 3,038.0 1.84 1.47 564 64.4 50.2

○○10 893 166,442.0 3,039.0 1.83 1.48 573 64.2 50.1
法改正　知的障害者算入
雇用率　1.8％
（10年7月1日）

○○07 880 163,634.0 3,070.0 1.88 1.45 588 66.8 50.6 障害者プラン

○○08 878 164,443.0 3,039.0 1.85 1.47 583 66.4 50.5

○○05 863 158,029.0 3,061.0 1.94 1.41 587 68.0 51.4

アジア太平洋障害者の
10年スタート
障害者対策に関する
新長期計画

○○06 895 163,631.0 3,068.0 1.87 1.44 595 66.5 50.4

○○03 848 152,261.0 2,888.0 1.90 1.32 570 67.2 51.8

○○04 858 157,351.0 3,033.0 1.93 1.36 595 69.3 51.9 国連障害者年の10年終期

平成 776 139,632.0 2,674.0 1.92 1.32 532 68.6 51.6

○○02 806 145,185.0 2,769.0 1.91 1.32 550 68.2 52.2

○○62 692 126,055.0 2,345.0 1.86 1.25 499 72.1 53.0

○○63 763 135,913.0 2,593.0 1.91 1.31 521 68.3 51.5 法改正　雇用率１．６％

○○60 675 123,555.0 2,376.0 1.92 1.26 513 76.0 53.5

○○61 677 124,215.0 2,314.0 1.86 1.26 494 73.0 53.8

○○58 649 118,673.0 2,378.0 2.00 1.23 522 80.4 53.5
国連障害者の１０年
スタート

○○59 654 119,995.0 2,370.0 1.98 1.25 511 78.1 53.6

○○56 624 116,539.0 2,210.0 1.90 1.18 475 76.1 53.4 国際障害者年

○○57 630 118,245.0 2,344.0 1.98 1.22 491 77.9 53.8

○○54 626 113,280.0 1,894.0 1.67 1.12 412 65.8 52.0

○○55 627 115,167.0 2,019.0 1.75 1.13 428 68.3 51.6

昭和52 634 114,694.0 1,846.0 1.61 1.09 406 64.0 52.8 雇用率　１．５％

○○53 605 111,350.0 1,903.0 1.71 1.11 373 61.7 52.1

民間企業における障害者雇用状況

項目 雇 用 状 況 雇 用 率 達 成 状 況

備　　考
企業数 常用労働者数 障害者数

雇用率（％） 達　成
企業数

達成率（％）

年別 岡山県 全　国 岡山県 全　国

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課
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